


































こうしんレポート2026

1. 個人情報保護に関する
法令等の遵守

当金庫は、個人情報保護に関する法律、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律、および金
融分野における個人情報保護に関するガイドライン、その他の法令を遵守し、お客さまの個人情報等を厳格にお取り扱いいたします。

2. 個人情報等の取得、利用
お客さまとのお取引を安全かつ確実に進め、より良い金融サービスをご提供するために、あらかじめ利用の目的を明確にし
て個人情報等の取得をするとともに、偽りその他不正の手段により個人情報等を取得することはありません。また、これら
の情報は、法令および業務上必要な目的の範囲で利用し、目的外には利用いたしません。

3. 個人情報等の外部への
提供

お客さまの個人情報は、法令等に定める場合および共同利用、委託に該当する場合を除き、あらかじめお客さまの同意を得
ることなく第三者に提供いたしません。（個人番号は同意を得ても、利用目的以外での第三者提供はいたしません）

4. 個人情報等の利用目的
の通知・公表方法

お客さまの個人情報等の利用目的は、当金庫ホームページへの掲載のほか、ポスターの掲示、パンフレットの備え置き・配
付によりお知らせいたします。

5. 個人情報等の安全管理
の基本方針

当金庫は、お客さまの個人情報等について、漏えい・滅失または毀損の防止その他の個人情報等の安全管理に努めることを
基本方針とします。また、個人情報保護に関する安全管理に係る基本方針については、継続的に改善を行います。

6. 個人情報等の開示・訂
正・削除について

お客さまご本人から、当金庫が登録している情報について開示等のご請求があった場合には、法令等の定めにより開示でき
ない場合を除き、お客さまご本人であることを確認させていただき、お答えいたします。

7. お客さまのご質問等へ
の対応

お客さまのご質問、苦情等につきましては誠意をもって対応いたしますので、当金庫本支店の窓口もしくは本部相談窓口・
苦情窓口までご連絡ください。

顧客保護等管理方針

個人情報保護宣言

　当金庫は、法令やルールを厳格に遵守し、社会規範に則り、誠実かつ公正なお客さま保護等管理業務を遂行します。また、
お客さまの正当な利益の保護や利便性の向上に向けて継続的な取り組みを行っています。

　当金庫は、お客さまから信頼いただける信用金庫として、個人情報保護の重要性を認識し、個人情報および個人番号
（以下個人情報等といいます）の適切な保護と利用および安全管理を図るため、以下の方針に基づき、お客さまの個人情
報等を厳格に取り扱うとともに、その機密性・正確性の確保に努めます。

※本方針において「お客さま」とは、「当金庫をご利用されている方およびご利用しようとされている方」を意味します。
※お客さま保護の対象となる業務は、与信取引（貸付契約およびこれに伴う担保・保証契約）、預金等の受入れ、金融商品の販売・仲介・募集等のお客さまと当金庫との間で行わ

れるすべての取引に関する業務です。

1. 当金庫は、お客さまへの説明を要するすべての取引や商品について、そのご理解やご経験、ご資産の状況等に応じた適切な情
報提供と商品説明を行います。

2. 当金庫は、お客さまからのご意見や苦情等については、誠実・公正・迅速に対応し、お客さまのご理解とご信頼を得られるよ
う努めるとともに、お客さまの正当な利益が保護されるように努めてまいります。

3. 当金庫は、お客さまの情報を、適法かつ適正な手段で取得し、法令等で定める場合を除き利用目的の範囲を超えた取扱いやお客
さまの同意を得ることなく外部への提供を行いません。また、お客さまの情報を正確に保つよう努めるとともに、情報への不正
なアクセスや情報の流出・紛失等の防止のため、必要かつ適切な措置を講じてまいります。

4. 当金庫が行う業務を外部業者に委託するにあたっては、お客さまの情報の管理やお客さまへの対応が適切に行われるよう努め
てまいります。

5. 当金庫は、お客さまとの取引にあたり、お客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引を適切に管理し、もってお客さま
の利益を保護するとともに、お客さまからの信頼を向上させるよう努めてまいります。

【 個人情報等に関する相談・苦情窓口 】甲府信用金庫　総務人事部 コンプライアンス課　フリーダイヤル　0120-115-240
※個人情報保護宣言の詳細については、各窓口に「プライバシーポリシー」を備え置いています。

　当金庫は、お客さまの保護および利便性の向上を図るために行うべき管理として、「顧客説明」「顧客サポート等」「顧客情
報管理」「外部委託管理」「利益相反管理」を掲げ、理事会で決議した役職員向けの「顧客保護等管理方針」に基づき、各管理
態勢を整備し、役職員一丸となってお客さまの保護および利便性の向上に取り組んでいます。

顧客説明 お客さまとのお取引や商品の説明および情報提供について、法令等に基づいて規定やマニュアルを整備するとともに、研修を実施
する等、職員に周知徹底を図り、お客さまに対する説明が適切かつ十分に行われるよう取り組んでいます。

顧客サポート等
お客さまからのお問い合わせ、ご相談、ご要望および苦情など、お客さまからのさまざまなご意見を業務の改善につなげるため、各営業店に「お
客様の声カード」を設置するとともに、本部に「お客さま相談窓口」と「お客さま意見・要望窓口」を配置し、金融ＡＤＲ制度を踏まえた対
応を行っています。

顧客情報管理 お客さまに関する情報の管理の適切性を確保するために「プライバシーポリシー」「サイトポリシー」「個人情報の保護と利用に関
する規定」「インサイダー取引等防止規定」などを制定し、お客さまに関する情報の適切な保護を図っています。

外部委託管理 当金庫の業務を外部委託した場合に、お客さまの保護の観点から、業務の内容等に応じて委託先を厳格に選定するとともに、委託
先に対して委託業務の処理状況や秘密保持管理状況等について定期的に検証しています。

利益相反管理 お客さまとのお取引に際して、お客さまの利益が不当に害されることのないよう、利益相反管理体制を整備し、利益相反のおそれ
のある取引の管理を行い、お客さまの保護と利便性の向上に努めています。

◆顧客保護等管理態勢への取組み

顧客保護等管理態勢
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金融商品に係る勧誘方針

　当金庫は、「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の
事項を遵守し、勧誘の適正の確保を図ることとします。

1. 当金庫は、お客さまの知識、経験、財産の状況および当該金融商品の販売に係る契約を締結する目的に照らして、適正な情報
の提供と商品説明をいたします。

2. 金融商品の選択・購入は、お客さまご自身の判断によってお決めいただきます。その際、当金庫は、お客さまに適正な判断を
していただくために、当該金融商品の重要事項について説明をいたします。

3. 当金庫は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客さまに対し事実と異なる説明をしたり、誤解を招くことのないよう、研修等を通
じて役職員の知識の向上に努めます。

4. 当金庫は、お客さまにとって不都合な時間帯や迷惑な場所での勧誘は行いません。
5. 金融商品の販売等にかかる勧誘についてのご意見やお気づきの点等がございましたら、お近くの窓口又はお客さま相談窓口（フ

リーダイヤル :0120-512-038）までお問い合わせください。

利益相反管理方針

　当金庫は、信用金庫法および金融商品取引法等を踏まえ、お客さまとの取引にあたり、本方針および当金庫が定める
庫内規則に基づき、お客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引を適切に管理（以下「利益相反管理」といいます。）
し、もってお客さまの利益を保護するとともに、お客さまからの信頼を向上させるため、次の事項を遵守します。

1. 当金庫は、当金庫がお客さまと行う取引を対象として利益相反管理を行います。
2. 当金庫は、以下に定める取引を利益相反管理の対象とします。
	 （1）次に掲げる取引のうち、お客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引
		  ①当金庫が契約等に基づく関係を有するお客さまと行う取引
		  ②当金庫が契約等に基づく関係を有するお客さまと対立または競合する相手と行う取引
		  ③当金庫が契約等に基づく関係を有するお客さまから得た情報を不当に利用して行う取引
	 （2）①から③の他、お客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引
3. 当金庫は、利益相反管理の対象となる取引について、次に掲げる方法その他の方法を選択し、また、これらを組み合わせるこ

とにより管理します。
	 （1）対象取引を行う部門とお客さまとの取引を行う部門を分離する方法
	 （2）対象取引またはお客さまとの取引の条件または方法を変更する方法
	 （3）対象取引またはお客さまとの取引を中止する方法
	 （4）対象取引に伴い、お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて、お客さまに適切に開示する方法
4. 当金庫は、営業推進部門から独立した管理部署の設置および責任者の配置を行い、利益相反のおそれのある取引の特定および

利益相反管理を一元的に行います。
　また、当金庫は、利益相反管理について定められた法令および庫内規則等を遵守するため、役職員等を対象に教育・研修等を行

います。
5. 当金庫は、利益相反管理態勢の適切性および有効性について定期的に検証します。

【苦情処理措置】
　当金庫は、お客さまからの苦情のお申出に公正かつ的確に対応するため業務運営体制・内部規則を整備し、その内容
をホームページ、パンフレットおよびポスター等により公表しています。
　苦情は、当金庫営業日（９時～ 17 時）に営業店（電話番号は 29 ページ参照）または総務人事部内お客さま意見・
要望窓口（フリーダイヤル：0120 ー 115 ー 240）にお申出ください。

【紛争解決措置】
　当金庫は、紛争解決のため、当金庫営業日に上記お客さま意見・要望窓口、全国しんきん相談所（９時～ 17 時、電話番号：
03 ー 3517 ー 5825）および関東地区しんきん相談所（９時～ 17 時、電話番号：03 ー 5524 ー 5671）にお申し出があれば、
東京弁護士会（電話番号：03 ー 3581 ー 0031）、第一東京弁護士会（電話番号：03 ー 3595 ー 8588）、第二東京弁護士会（電
話番号：03 ー 3581 ー 2249）、の各仲裁センター等、並びに山梨県弁護士会（電話番号：055 － 235 － 7202）にお取
次ぎいたします。また、お客さまから各弁護士会に直接お申出いただくことも可能です。

◆金融ＡＤＲ制度への対応
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コンプライアンス体制
　当金庫のコンプライアン
ス体制は、総務人事部担当
理事を委員長とする「コン
プライアンス委員会」を中
心に運営しています。また、
法令等遵守に関する事項を
一元的に管理するコンプラ
イアンス統括部門を設ける
とともに、各部店課に「コン
プライアンス担当者」を配
置し、コンプライアンス統
括部門との連携を図ってい
ます。

コンプライアンスへの
取り組み

　当金庫は、コンプライア
ンスを経営の最重要課題
の一つとして位置付け、経
営トップ自らが率先垂範
するとともに、コンプライ
アンス態勢の一層の充実
強化を実践しています。ま
た、各部店課が「コンプラ
イアンス・プログラム」に
従い実践に取り組んでい
ます。

役職員のコンプライアン
スに対する意識の向上

　当金庫は、コンプライア
ンスに対する基本方針・
遵守すべき関係法令の解
説を記載した「コンプライ
アンス関係規則集」を制定
し、全役職員に配付してい
ます。また、金庫内研修を
実施し、役職員のコンプラ
イアンスに対する意識の
向上を図っています。

ＡＭＬ / ＣＦＴ / ＣPF
に対する取り組み

　当金庫は、総務人事部担
当理事を庫内統括責任者と
し、『ＡＭＬ/ＣＦＴ/ＣPFに関
する基本方針』および『ＡＭ
Ｌ/ＣＦＴ/ＣPF対策規定』を
制定し、全役職員がそれぞ
れの役割を認識し、ＡＭＬ/Ｃ
ＦＴ/ＣPF、制裁違反の防止
に取り組んでいます。また、
金庫内研修の実施や各種
検定試験の受験を通じて、Ａ
ＭＬ/ＣＦＴ/ＣPFに対する知
識の向上を図っています。

　当金庫では、コンプライアンスを「法令等遵守」すなわち「経営に係る各種リスクを予防するため、高い倫理観と強い使命感に
立脚し、法令をはじめ、金庫内の諸規定、社会規範など、あらゆるルールを遵守すること」と定義し、経営における重要課題に掲
げ、次のような取り組みを行っています。加えて、マネー・ロンダリング・テロ資金供与、拡散金融（AML/CFT/CPF）、制裁違反
の防止を金融機関に求められる責務と捉え、マネロンリスクを経営における最重要課題として取り組んでいます。

1998 年	 4 月	 「甲府信用金庫倫理綱領」の制定
1999 年	 8 月	 「法務コンプライアンス室」設置
	 10 月	 「コンプライアンス ･ マニュアル」等の制定およびコンプライアンス担当者の任命
2000 年	 1 月	 「コンプライアンス委員会」の設置
2001 年	 6 月	 「理事制裁規定」「懲戒規定」「接待 ･ 贈答基準」「新規業務 ･ 新規商品等監査基準」
		  「約款等監査基準」の制定
2004 年	 4 月	 「コンプライアンス規定」「倫理ホットライン」運営要領の制定
2006 年	 2 月	 「甲府信用金庫倫理綱領」を「甲府信用金庫行動綱領」に改正
	 4 月	 「公益通報者保護管理規定」の制定
2007 年	 5 月	 「リーガル・チェック等基準」の制定
	 7 月	 「内部管理基本方針」の制定
2008 年	 1 月	 「法令等遵守方針」の制定
	 3 月	 「登録金融機関業務のコンプライアンス規則」の制定
	 12 月	 「反社会的勢力に対する基本方針」の制定
2009 年	 6 月	 「利益相反管理方針」の制定
2012 年	 6 月	 「融資基本方針（クレジット・ポリシー）」の制定
2014 年	 5 月	 「ソーシャルメディアポリシー」の制定
2015 年	 11 月	 「マイナンバー制度関連規定等」の制定
2017 年	 2 月	 「サイトポリシー」の制定
2019 年	 1 月	 「マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与防止に関する基本方針」の制定
2020 年	 3 月	 民法改正に伴う各種規定の改正
2022 年	 6 月	 AML/CFT 対策ポリシーの制定
2023 年	 2 月	 内部公益通報管理規定の制定
2024 年	 3 月	 「マネー・ローンダリング・テロ資金供与・拡散金融対策規定」の制定
	 12 月	 「個人情報保護方針（プライバシーポリシー）」の改正
2026 年	 1 月	 「内部公益通報管理規定」の改正

法令遵守の体制
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　私ども甲府信用金庫は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮
断するため、以下のとおり「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、これを遵守します。

甲府信用金庫行動綱領

反社会的勢力に対する基本方針

1. 当金庫は、反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当要求に対しては断固として拒絶します。
2. 当金庫は、反社会的勢力による不当要求に対し、職員の安全を確保しつつ組織として対応し、迅速な問題解決に

努めます。
3. 当金庫は、反社会的勢力に対して資金提供、不適切・異例な取引および便宜供与は行いません。
4. 当金庫は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士などの外部

専門機関と緊密な連携関係を構築します。
5. 当金庫は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる

態度で対応します。

1. 信用金庫の社会的使命
と公共性の自覚と責任

信用金庫のもつ社会的使命と公共性を常に自覚し、責任ある健全な業務運営の遂行に
努める。

2. 質の高い金融等サービ
スの提供と地域社会発
展への貢献

経済活動を支えるインフラとしての機能はもとより、創意と工夫を活かし、お客さま
本位の業務運営を通じて、お客さまのニーズに応えるとともに、市民生活や企業活動
に脅威を与えるテロ、サイバー攻撃、自然災害等に備え、セキュリティレベルの向上
や災害時の業務継続確保などお客さまの利益の適切な保護にも十分配慮した質の高い
金融および非金融サービスの提供等を通じて、地域経済・地域社会の発展に貢献する。

3. 法令やルールの厳格な
遵守

あらゆる法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範に決してもとることのない、誠実
かつ公正な業務運営を遂行する。

4. 地域社会とのコミュニ
ケーション

経営等の情報の積極的、効果的かつ公正に開示し、広く地域社会とのコミュニケーショ
ンの充実を図る。また、信用金庫を取り巻く幅広いステークホルダーとの建設的な対
話を通して、社会からの理解と信頼を確保し、自らの価値向上を図る。

5. 人権の尊重 すべての人々の人権を尊重する。

6. 従業員の働き方、職場
環境の充実

従業員の多様性、人格、個性を尊重する働き方を実現する。また、健康と安全に配慮
した働きやすい職場環境を確保する。

7. 環境問題への取組み 資源の効率的な利用や廃棄物の削減を実践するとともに、環境保全に寄与する金融
サービスを提供するなど、環境問題に積極的に取り組む。

8. 社会参画と発展への貢
献

信用金庫が社会の中においてこそ存続・発展し得る存在であることを自覚し、社会と
ともに歩む「良き企業市民」として、積極的に社会に参画し、その発展に貢献する。

9. 反社会的勢力との関係
遮断、テロ等の脅威へ
の対応

社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力は、これを断固として排除し、関係遮
断を徹底する。また、国際社会がテロ等の脅威に直面している中で、マネー・ローン
ダリング対策およびテロ資金供与対策の高度化に努める。
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　当金庫は、マネー・ローンダリング・テロ資金供与・拡散金融、並びに制裁違反（以下、「マネロン等」という。）の防止に向け、
適用される関係法令等を遵守し、業務の適切性を確保すべく、基本方針：「ポリシー」を次のとおり定め、管理態勢を整備します。

ＡＭＬ / ＣＦＴ / ＣＰＦ組織体制図

１．運営方針
当金庫は、マネロン等の防止に向けた対策を経営上の重要な課題の一つとして位置付け、マネロン等の脅威に対し、組織と

して適切に対応できる管理態勢を構築します。
経営陣は、マネロン等対策に係る態勢の整備、方針・手続・計画の立案・推進、及びリスクの特定・評価・低減に係る各種

取組みを主導します。
２．管理態勢

当金庫は、マネロン等対策の責任を担う担当役員を任命するとともに、マネロン等対策の統括部署を設置し、専門性を有す
る人材の配置及び必要な予算の配分等、適切な資源配分を実施するとともに、マネロン等対策に関わる役員・職員間での連
携の枠組みを構築します。

３．リスクベース・アプローチ
リスクベース・アプローチの考え方に基づき、国によるリスク評価（犯罪収益移転危険度調査書）および当金庫の疑わしい

取引の届出の状況等を踏まえ、当金庫が直面しているマネロン等リスクを特定します。
また、特定した自らの事業環境・経営戦略・リスク特性をもとに、取引量や影響の発生率、影響度等の観点を踏まえてリス

クの大きさを評価し、リスクに応じた低減措置を講じます。
４．顧客の管理方針

新規取引開始時および顧客情報や取引内容等に応じて取引開始後継続的に、本人確認や取引目的の確認等を実施します。
また、当金庫が顧客や取引内容等に関して確認が必要な情報を検知した場合等には、適時、追加の確認・調査を実施します。
なお、これらの確認・調査に際しては、必要に応じて追加的な証跡資料等の提出を求めます。

５．疑わしい取引の届出
営業店の報告や取引モニタリングシステムによる検知、捜査機関等からの照会、顧客の申し出等を受け、疑わしい取引を検

知した際は、その内容を調査し、疑わしい取引に該当すると判断した場合は直ちに当局に届出を行います。
６．経済制裁および資産凍結の措置

取引フィルタリングシステム等により制裁対象者との取引を検知し、調査の結果、制裁対象に該当すると判断した場合、当
該取引を謝絶するとともに、資産凍結等の措置を適切に実施します。

７．役職員の研修
マネロン等対策に関わる全ての役職員に対して継続的に研修を実施し、役職員の知識習得、意識向上を図るとともに、各役

割に応じた専門性を有する役職員の確保・育成に努めます。
８．実効性の検証

マネロン等リスク管理態勢について、統括部署による検証に加え独立した内部監査部門による監査を定期的に実施し、当
該結果を踏まえた継続的な改善に努めます。

９．顧客からの理解促進
新規取引開始時および取引開始後継続的に実施する本人確認や取引目的の確認、追加の確認・調査等について顧客から

理解を得るため、当金庫のホームページや営業店における掲示等を活用して、周知・広報に取組みます。
以　上

理
事
会

第
３
線

第
２
線

第
１
線

監
査
課

マ
ネ
ロ
ン
監
査

マ
ネ
ロ
ン
等
対
策
会
議

常
勤
理
事
会

コンプライアンス課

方針・手続・計画・リスク特定・評価・低減・モニタリングの統括
顧客管理の統括・疑わしい取引の届出・資産凍結・教育・研修・指導・有効性の検証

営業店
マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策責任者

（店長、エリア店長）
マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策担当者

（営業責任者の次席）

取引確認・フィルタリング
リスク低減措置・疑わしい取引報告

確認記録・モニタリング
顧客管理・リスク特定評価

顧客受入・資産凍結
取引謝絶・口座利用制限・EDD

事務システム課

リスク特定評価・取引時確認・顧客管理・モニタリング・フィルタリング
システム開発・運用・管理・データ整備管理・教育・研修・指導

外国為替課

リスク特定評価・外国為替取引の統括・送金受付時の確認
送金取引の判断・海外規制等情報収集・顧客管理・教育・研修・指導

本部各部課

リスク特定評価

マネー・ローンダリング・テロ資金供与・拡散金融対策ポリシー
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　当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」及び「事業承継時に焦点を当てた『経営者保証に関するガイドライン』
の特則」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借り入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応するため、

「経営者保証に関する取組方針」を下記のとおり策定しています。同取組方針に基づき、経営者保証の必要性については、お
客さまとの丁寧な対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等を把握し、同ガイドライン等の記載内容を踏まえて十
分に検討するなど、適切な対応に努めています。

1. 経営者保証に関する取組方針

2.「経営者保証に関するガイドライン」への取組状況

経営者保証に関する取組方針
　当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」（以下、「ガイドライン」という。）の趣旨や内容を踏まえ、同ガ
イドラインを融資慣行として浸透・定着させていくために、以下のとおり取り組んでまいります。

1.　お客さまからの融資のお申込みを検討するにあたり、当金庫では、ガイドラインに即してお客さまの経営状況
を総合的に判断する中で、経営者保証を求めない可能性や経営者保証の機能を代替する融資手法（一定の金利の
上乗せ等）を活用する可能性について、お客さまの意向を踏まえたうえで検討いたします。

　　なお、短期融資（手形割引・でんさい割引、返済財源が明確かつ確保されている宅地分譲資金）においては、経営
者保証を原則求めない対応を検討いたします。

2.　経営者保証を提供いただく場合には、当金庫は、ガイドラインに即して「どの部分が十分ではないために保証契
約が必要となるのか」保証契約の必要性等に関する丁寧かつ具体的な説明を行い、お客さまのご理解とご納得を
得られるよう努めてまいります。

3.　保証の変更・解除等の申入れがあった場合には、「どのような改善を図れば保証契約の変更・解除の可能性が
高まるか」について、丁寧かつ具体的な説明を行い、お客さまの財務基盤の強化や経営力向上に向けたお取り組み
を支援してまいります。

4.　事業承継時には、原則として前経営者、後継者の双方から二重で経営者保証は求めないこととし、例外的に二重
に保証を求めることが必要な場合には、丁寧かつ具体的な説明を行います。また、後継者に対しては、当然に保証
を引き継いでいただくのではなく、ガイドラインに即してその必要性を改めて検討し、経営者保証が事業承継の
妨げとならないよう努めてまいります。

5.　お客さまからガイドラインに基づく保証債務整理の申し出を受けた場合には、ガイドラインに即して誠実に対
応いたします。

6.　お客さまから経営者保証に関するお問い合わせがあった場合には、丁寧かつ具体的な説明を行います。

＜「経営者保証に関するガイドライン」の要件＞
①法人と経営者個人の資産・経理が明確に分離されている。
②法人と経営者間の資金のやりとりが、社会通念上適切な範囲を超えていない。
③法人のみの資産・収益力で借入金の返済が可能と判断し得る。
④法人から適時適切に財務情報等が提供されている。
⑤経営者等から十分な物的担保の提供がある。

以　上
2023 年７月

経営者保証に関する取組方針及び「経営者保証に関するガイドライン」への取組状況

2025 年度
新規に無保証で融資した件数 	 1,680件	
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 	 59.44%	
保証契約を解除した件数 	 23件	

（注）「保証債務整理」については、当金庫をメイン金融機関として成立に至った経営者保証に関するガイドラインに基づ
くお申し出はありませんでした。
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会　員

総代会は、会員の皆さま一人ひとりの意見を適正に反映するため採用された制度です。

②選考基準に基づき総代候補者を選考

①総代会の議決に
基づき理事長が
選考委員を委嘱
し、選考委員の
氏名を店頭掲示

③ 理事長は、総代候補者氏
名を店頭掲示し、所定の
手続きを経て、会員の代
表として総代を委嘱

会員の総意を適正に反映
するための制度

決算に関する事項、理事・監事
の選任等重要事項の決定

総代会制度の仕組み

選考委員 総代候補者

総　代総代会

　信用金庫は、会員同士の「相互信頼」と「互恵」の精神を基本理念に、会員一人ひとりの意見を最大の価値とする協同組織金
融機関です。したがって、会員は出資口数に関係なく、1 人１票の議決権を持ち、総会を通じて当金庫の経営に参加するこ
ととなります。しかし、当金庫では、会員数がたいへん多く、総会の開催は事実上不可能です。そこで当金庫では、会員の総意
を適正に反映し、充実した審議を確保するため、総会に代えて総代会制度を採用しています。
　この総代会は、決算、取扱業務の決定、理事・監事の選任等の重要事項を決議する最高意思決定機関です。したがって、総
代会は、総会と同様に、会員一人ひとりの意見が当金庫の経営に反映されるよう、総代構成のバランス等に配慮し、選任地区
ごとに総代候補者を選考する選考委員会を設け、会員の中から適正な手続きにより選任された総代により運営されます。
　さらに、当金庫では、総代会に限定することなく、利用者や会員からの意見聴取の手段として、意見・要望投書箱（「お客様
の声カード」等）の店頭設置、会員向けアンケートの実施および公表、電話等による意見・要望・苦情窓口の設置、役職員に
よる日々の訪問活動の実施など、日常の事業活動を通じて、総代や会員の皆さまとのコミュニケーションを大切にし、さま
ざまな経営改善に取り組んでいます。
　なお、総代会の運営に関するご意見やご要望につきましては、お近くの営業店までお寄せください。

1. 総代会制度について

総代会制度
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（1）総代の任期・定数
●総代の任期は 3 年です。
●総代の定数は 100 人以上130 人以内です。当金庫では、総代選任のために当金庫の営業地区を 7 地区の選任区域に

分け、会員数に応じて選任区域ごとに総代定数を定めています。なお、2026 年 3月31日現在の会員数は 32,684人で、
総代数は 108 人となっており、地区別の総代は、24 ページに記載の皆さまに就任いただいております。

（2）総代の選任方法
　　総代の選考は、総代候補者選考基準（※）に基づき、次の3つの手続きを経て選任されます。
　　①総代会の決議により会員の中から総代候補者選考委員を選任する。
　　②選考委員会を開催のうえ、総代候補者選考委員が総代候補者を選考する。
　　③上記②より選考された総代候補者を会員が信任する。（異議があれば申し立て）

　第 108 期総代会において、次の事項が付議され、それぞれ原案のとおり承認されました。
（1）報告事項
　　第 108 期（2025 年 4 月 1 日から 2026 年 3 月 31 日まで）業務報告、貸借対照表、損益計算書の内容報告の件

（2）決議事項
　　第１号議案　第 108 期　剰余金処分案承認の件
　　第２号議案　会員除名の件

総代が選任されるまでの手続き
営業地区を 7 地区の選任区域に分け、各選任区域ごとに総代の定数を定める

総代会の決議により、理事長が選任区域ごとに会員のうちから選考委員を委嘱

選考委員の氏名を店頭に掲示

選考委員が総代候補者を選考

理事長に報告

上記掲示について山梨日日新聞に公告

理事長が総代に委嘱

総代の氏名を店頭に 1 週間以上掲示

異議申立期間（公告後 2 週間以内）

選任区域の会員数の 1/3 以上から異議の申出があった場合

当該総代候補者が選任区域
の総代定数の 1/2 以上

当該総代候補者が選任区域の総代定
数の 1/2 未満（下記 a か b を選択）

a. 他の総代候補を選考 　 a. 他の総代候補を選考
　 b. 欠員（選考を行わない）

会員から異議の申出のない場合
または異議を申し出た会員数が
選任区域の会員数の 1/3 未満の
場合

総代侯補者の氏名を、1 週間以上店頭に掲示

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲ ▲

▲ ▲

▲

▲

▲

総代候補者
選考委員の
選任

総代候補者の
選考

総代の選任

※総代候補者選考基準
・当金庫の会員であること
・人格、見識ともに総代としてふさわしい方 等

2. 総代とその選任方法

3.第108期通常総代会の決議事項

第３号議案　理事選任の件
第４号議案　退任役員に対する退職慰労金贈呈の件
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任期：2025年3月30日から2028年3月29日まで 2026年7月1日現在

（注）1．法人名で記載がある総代は法人総代です。　2．氏名の後の数字は総代への就任回数です。 （五十音順・敬称略）

4. 地区別総代一覧

製造業
建設業
電気、ガス供給業
運輸業
卸売業
小売業
不動産業

サービス業
宿泊業
飲食業
教育、学習支援業
医療、福祉
個人

40代
50代
60代
70代以上

単位：％ 単位：％

21

47

25

総代年齢別構成比 総代業種別構成比

22

13

5

16
5

17

18

12
5

0

1

1
0

製造業
建設業
電気、ガス供給業
運輸業
卸売業
小売業
不動産業

サービス業
宿泊業
飲食業
教育、学習支援業
医療、福祉
個人

40代
50代
60代
70代以上

単位：％ 単位：％

21

47

25

総代年齢別構成比 総代業種別構成比

22

13

5

16
5

17

18

12
5

0

1

1
0

総代職業別構成比：法人9％、法人役員84％、個人事業主6％、個人0％

第108期通常総代会

甲府北地区
定数 9 名

長田　良一（6） 柏　俊樹（1） 数野　三郎（8） 坂本　政彦（12） 滝田　雅彦（4） 丹沢　良二（6） 寺島　司（1）

中込　徹（4） 西中山　実（4）

甲府中央地区
定数 10 名

芦沢　俊行（7） 雨宮　俊彦（10） 飯野　正久（2） ㈱石友
社長 向山　孝明（17） 岡　裕保（9） 金井　一憲（2） 近藤　栄一（2）

清水　栄一（7） 戸田　克己（6）

甲府南地区
定数 23 名

浅川　有人（6） 上野　茂樹（7） 荻野　寛二（9） カワサキ㈱
社長 川崎　真示（6） 河阪　敏明（5） 山光石油㈱

社長 望月　眞一（17） 清水　孝弘（3）

鈴木　政孝（9） 大新工業㈱
会長 大村　克基（5） 露口　直彦（3） 中込　武文（2） 中村　貞明（3） 樋口　勇人（1） 松本　一雄（6）

望月　かおり（1） 望月　和彦（8） 望月　尚（5） 森田　涼子（2） 矢崎　京子（8） 山口　泰（5） 横内　応佳（2）

依田　道徳（6） よっちゃん食品工業㈱
社長 金井　芳朗（20）

峡北地区
定数 13 名

秋山　加代子（4） 入江　薫（7） 岩下　達也（5） 内田　安雄（11） 小野　雅子（5） 小宮山　浩之（9） 仲山　一仁（2）

平賀　義洋（7） 深澤　哲郎（9） 藤森　正司（4） 舩木　上次（11） 丸山　孝佳（3） 山寺　英一郎（8）

峡東地区
定数 24 名

芦澤　一男（5） 雨宮　清（9） 池田　善一（2） 植野　正人（7） 大村　洋（5） 佐野　康志（1） 志村　興一（1）

神宮司　忍（1） 新谷　一男（8） 地場　亜紀子（2） 辻　真由美（5） 鶴田　俊仁（2） 土橋　千昭（11） 根津　寿一（3）

原田　孝典（6） 保坂　一仁（2） 松坂　浩志（8） 松土　雪子（6） 三科　浩司（6） 向山　秀男（6） 村田　政仁（2）

矢野　潔（6） ㈱有電
会長 有井　三雄（8）

峡中地区
定数 29 名

天野　晴夫（11） 井口　和則（11） 岩田　光史（1） 大木　嘉樹（1） 小田切　まさ江（4） 片山　卓見（3） 川口　弘之（3）

川手　一弘（8） 河村　二四夫（8） 小池　孝治（1） 輿水　隆司（3） 三枝　幹弥（2） 櫻本　真由美（5） ㈱サンシン精工
社長 土橋　信廣（7）

代田　一郎（2） 田邊　文子（8） 中央物産㈱
会長 保坂　吉彦（7） 寺田　真理（1） 中澤　宏幸（3） 原田　哲（6） 福沢　敏治（5）

藤精機 ㈱
社長 新藤　淳（16）

㈱フラワーセンターマツオ
社長 松尾　和子（6） 古屋　守正（1） 三宅　勝志（4） 吉田　雄介（1） 依田　昌樹（1） 米山　正仁（2）

若尾　恭一郎（1）

峡南地区
定数 2 名 石澤　啓一郎（6） 依田　英一（1）
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理　　事 三森　　中 （注 1）

　  〃 吉澤　宏治 （注 1）

　  〃 上田　文彦 （注 1）

常勤監事 加賀美一久
監　　事 久保嶋　仁 （注 2）

　  〃 渡邊　和彦 （注 2）

（注１）理事三森中、吉澤宏治、上田文彦は、信用金庫業界の「総
代会の機能向上策等に関する業界申し合わせ」に基づ
く職員外理事です。

（注２）監事久保嶋仁、渡邊和彦は、信用金庫法第３２条第５項
に定める員外監事です。

◆役員一覧 （2026 年 7 月 1 日現在）

◆事業の組織 （2026 年 7 月 1 日現在）

会　　長 小田切　繁 （代表理事）

理 事 長 岩下　　浩 （代表理事）

専務理事 秋山　克人 （代表理事）

常務理事 山下　洋一 （代表理事）

常勤理事 深澤　　大
　 〃 雨宮　正利
　 〃 杉山　信行

コンプライアンス委員会

マネロン等対策会議

金融円滑化推進委員会

監　査　部

監
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非
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総　代　会

会 　 　 長
理  事  長
専 務 理 事
常 務 理 事
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役員一覧、事業の組織
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1918 年	 5	月	 産業組合法に基づく有限責任甲府信用組合設
立、甲府商業会議所内（甲府市錦町）に事務所
を開設

1932 年	 6	月	 組合事務所を甲府市春日町に移転
1939 年	 9	月	 橘町支所を開設
1943 年	 8	月	 市街地信用組合法に基づく甲府信用組合に

改組
1950 年	 4	月	 中小企業等協同組合法に基づく甲府信用組合

に改組
1951 年	 6	月	 橘町支所を本店に昇格、旧本店を春日町支店

に変更
	 10	月	 信用金庫法に基づく信用金庫に改組､名称を

甲府信用金庫と改める初代理事長に浅川湖朗
就任

1966 年	10	月	 齋藤勤理事長就任
1968 年	 5	月	 本店位置変更（甲府市丸の内 2-17-6）
1972 年	 1	月	 自営電算機システム（オフライン）稼働
	 12	月	 日本銀行と当座取引開始
			   甲府手形交換所に加盟
1973 年	11	月	 日本銀行歳入代理店業務取扱開始
1977 年	12	月	 両替商業務取扱開始
1978 年	 7	月	 預金オンライン稼働
	 11	月	 為替オンライン稼働
1979 年	 9	月	 甲府しんきん年金友の会「信寿会」発足
1980 年	 9	月	 融資オンライン稼働
1983 年	 4	月	 証券業務（国債等窓口販売）取扱開始
1984 年	 6	月	 雨宮和臣理事長就任
1985 年	 3	月	 得意先ハンディー端末機導入
1988 年	11	月	 財団法人しんきん育英会設立
			  （現在は公益財団法人）
1990 年	10	月	 外国為替業務取扱開始
1992 年	 9	月	 預金 3,000 億円達成
1995 年	 4	月	 第 1 回がんばれ！ヴァンフォーレ甲府定期預

金の取扱開始
1997 年	 1	月	 オンラインシステムを、信金東京共同事務セ

ンターに移行
1998 年	 4	月	 甲府信用金庫倫理綱領制定
1999 年	 6	月	 今井進理事長就任
2000 年	 7	月	「甲府信金経営者の会」発足
2001 年	 4	月	 損害保険窓口販売取扱開始
2002 年	10	月	 生命保険窓口販売取扱開始
2003 年	 1	月	 インターネットバンキング取扱開始
	 6	月	「個人向け国債」募集取扱開始
	 8	月	「リレーションシップバンキングの機能強化

計画」策定
2004 年	 4	月	 投資信託窓口販売取扱開始（一部店舗）
2005 年	 1	月	 決済用預金「普通預金（無利息型）取扱開始
	 2	月	 エリア店舗制導入
	 12	月	 山梨大学との包括的業務連携
2006 年	 4	月	 個人年金保険取扱開始
	 7	月	「IC キャッシュカード」取扱開始
	 11	月	 塩山支店新築移転オープン
2007 年	 9	月	 外為インターネットサービス取扱開始
2008 年	 ４	月	 韮崎市などと森林整備協定（５年）締結
	 5	月	「甲府しんきんの森」へクヌギ・コナラの苗木

を 3,000 本植樹
	 ７	月	 創業 90 周年「記念式典・祝賀会」開催
2009 年	11	月	 今井理事長「旭日双光章」受章
			   西支店新築移転オープン
2010 年	 9	月	「甲府しんきん成長基盤応援ファンド」取扱

開始
	 11	月	「経営者の会」創立 10 周年記念式典開催

2011 年	 3	月	 東日本大震災に伴う各種支援・協力対応実施
	 6	月	 坂本力理事長就任
2012 年	 4	月	 新型複利定期預金の取扱開始
	 6	月	 融資基本方針（クレジット・ポリシー）の制定
	 11	月	 経営革新等支援機関として認定
2013 年	 2	月	 でんさいサービスの利用開始
	 3	月	 湯村支店新築オープン
	 4	月	 信玄公祭り参加（三枝勘解由左衛門尉昌貞隊）
			   ＡＴＭ通帳記帳相互サービスの開始
2014 年	 5	月	 甲府信用金庫ソーシャルメディアポリシーの

制定
	 ６	月	 日本政策金融公庫との業務提携調印
	 12	月	 預金残高 4,000 億円達成
2015 年	 3	月	 朝気支店新築移転オープン
	 9	月	 本店・本部新築移転、落成式・完成披露祝賀会
2016 年	 6	月	 子会社「甲しんサービス（株）」解散
	 12	月	「富士の国やまなし県民債」の取扱開始
2017 年	 2	月	「サイトポリシー」の制定
	 3	月	 大里支店新築移転
			   山梨県との「地域の高齢者等の安心・安全な

生活環境づくりに向けた協定」締結
	 ４	月	「大規模災害発生時における相互支援協定」協

定調印
2018 年	 2	月	 クラウド・ファンド「ＦＡＡＶＯやまなし」と

パートナー契約締結
	 4	月	 昭和支店　ローンコミュニティオープン
	 5	月	 創業 100 周年記念式典の開催
	 6	月	 小田切繁理事長就任
	 10	月	 田富支店リニューアルオープン
2019 年	11	月	「やまなしジュエリーウィーク」イベントへの

参加
2020 年	 2	月	 公益財団法人産業雇用安定センターとの中小

企業支援に関する連携協定締結
	 ９	月	 竜王支店と敷島支店を統合し、甲斐支店とし

て新規オープン
			   北支店を湯村支店へ統合、笛吹支店を石和支

店へ統合
	 11	月	 経営支援プラットフォーム「こうしん Big　

Advance」取扱開始
	 12	月	 預金残高 5,000 億円達成
2021 年	 ４	月	「こうしん SDG ｓ」宣言公表
			   テレビ会議システム「LiveOn」導入
	 11	月	 中部横断自動車道開通に伴う連携に関する協

定書「しんきん中部横断道コネクト」の締結
2022 年	 １	月	「やまなし健康経営優良企業」認定取得
	 ９	月	「やまなしSDGs推進プラットフォーム」参画
			   山梨南支店を加納岩支店へ統合、藤井支店を

韮崎支店へ統合、国母支店を西支店へ店舗内
移転し 23 店舗から 21 店舗へ集約

	 12	月	「山梨県・静岡県広域連携パートナーシップ
協定書」（ふじのくにアライアンス）締結

2023 年	 ４	月	 相続サポートシステム導入および相続事務本
部集中の開始

	 11	月	 小田切理事長「黄綬褒章」受章
2024 年	 6	月	 小田切繁会長就任
			   岩下浩理事長就任
	 12	月	「DX 認定事業者」の認定取得
			   第 1 回応援しよう！クィーンビーズ定期預金

の取扱開始
2025 年	10	月	 公式アプリ「こうしんアプリ」取扱開始
2026 年	 5	月	「山梨えるみん」認定取得

あゆみ
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振込手数料 手形・小切手代金取立手数料
手数料項目 会員 非会員

窓口振込（電信・文書）
当金庫本支店あて（同一店舗含む） 660円 770円
他行あて 880円 990円

ATM振込
◎当金庫キャッシュカード利用の

場合

当金庫本支店あて（同一店舗含む） 110円 220円

他行あて 440円 550円

ATM振込
◎他行キャッシュカードまたは現金

利用の場合

当金庫本支店あて（同一店舗含む）
◎他行キャッシュカードおよび現金利用の場合は、

非会員手数料金額となります。
550円

他行あて
◎他行キャッシュカードおよび現金利用の場合は、

非会員手数料金額となります。
880円

≪法人≫
インターネットバンキング

（データ伝送サービス含む）

同一店舗内あて 無　料 110円
当金庫本支店あて 110円 220円
他行あて 330円 440円

≪個人≫
インターネットバンキング"

当金庫本支店あて（同一店舗含む） 無　料 110円
他行あて 220円 330円

当金庫あて（※1）
代金取立手数料 550円
出納代手手数料 無　料

他行あて（※2）
電子交換手数料（※3） 880円
個別取立手数料 1,210円

貸金庫・夜間金庫手数料

貸金庫利用手数料

特大型 （内寸高さ23cm超） 26,400円
大型 （内寸高さ23cm以下） 19,800円
中型 （内寸高さ13cm以下） 11,088円
小型 （内寸高さ10cm以下） 9,240円

全自動貸金庫
利用手数料

特大型 （内寸高さ21cm以下） 33,000円
大型 （内寸高さ14cm以下） 22,440円
中型 （内寸高さ10cm以下） 16,500円

夜間金庫利用手数料
当金庫で資金決済取引または給振元受契約を伴わない場合 52,800円
上記以外の場合 26,400円

専用入金帳
（1冊50枚綴り）

当金庫で資金決済取引または給振元受契約を伴わない場合 7,700円
上記以外の場合 3,300円

貸鞄利用料 11,000円

各種発行手数料
通帳・証書・キャッシュカード
再発行手数料 1冊（または1枚） 1,100円

残高証明書発行手数料

定期発行 550円
都度発行 550円
住宅取得に係る借入
金年末残高等証明書 無料

英文発行 1,100円
会計監査人、監査法
人等依頼人が制定し
た用紙による発行

3,300円

（※1）当金庫を支払地とする手形・小切手の入金および代金取立の受付
は、2027年3月31日をもって終了します。

（※2）他金融機関を支払地とする手形・小切手の入金および代金取立の
受付は、2026年9月30日をもって終了します。

（※3）当金庫とお取引のあるお客さまで、他行扱いの自社振出の小切手を当
金庫の自社口座へ入金する場合、手数料は免除させていただきます。

でんさいネット利用手数料
基本手数料 無料
手数料項目 インターネット

発生
当金庫あて 330円
他行あて 440円

譲渡
当金庫あて 165円
他行あて 220円

分割譲渡
当金庫あて 330円
他行あて 440円

（注）上記以外にも手数料が発生する場合があります。

手数料一覧 （消費税込・2026年7月1日現在）

融資関連手数料

不動産担保設定手数料
（根・普通抵当権設定）

３千万円以下 33,000円
５千万円以下 44,000円
１億円以下 66,000円
１億円超 88,000円

各種設定変更手数料（物件追加、お客さまの依頼による債務者変
更・追加、根抵当権譲渡・譲受、極度変更、順位変更等の場合） ◎ただし、住宅ローンでの物件追加設定は無料 33,000円

根抵当権抹消手数料（全部・一部） ◎ただし、国または地公体による収用の場合は無料 11,000円

全額繰上返済手数料

証書貸付
借入日から6か月未満 無料
借入日から6か月以上 33,000円

住宅ローン

借入日から6か月未満 無料
借入日から6か月以上10年未満 33,000円
借入日から10年以上20年未満 22,000円
借入日から20年以上 11,000円

保証会社保証付ローン
借入日から6か月未満 無料
借入日から6か月以上 5,500円

期限前弁済手数料 証書貸付
期限前に全額繰上返済された場合、上記「全額繰上返済手数料」のほかに、
当金庫所定の「期限前弁済手数料」がかかる場合があります。詳しくは窓
口までお問い合わせください。

一部繰上返済手数料
証書貸付（住宅ローン含む）

借入日から6か月未満 無料
借入日から6か月以上 11,000円

保証会社保証付ローン
借入日から6か月未満 無料
借入日から6か月以上 5,500円

火災保険質権設定手数料（新規設定時） 1,100円

◎上記一覧表は各種手数料の一部を説明したものです。詳細については営業店窓口にお問い合わせください。
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ATM 時間外利用手数料無料化

年金・給振受取定期預金
「こうしん すてきなふれ愛」

　お客さまの利便性向上のため、
当金庫 ATM の時間外利用手数
料を無料といたしました。
　これにより、当金庫のキャッシュ
カードをお持ちのお客さまは、当
金庫 ATM でのお取引について、
これまでのお預け入れに加え、お
引き出しも【終日無料】でご利用
いただけます。

　当金庫で年金または給与をお
受取りのお客さま、新たにお受取
りになるお客さま専用の「定期預
金」です。
　お預け入れ期間に応じて、店頭
表示金利に最大年0.3％を上乗せ
した新型複利定期預金（最長預入
期間 5 年・据置期間 6 か月）で、
とても便利でお得な商品です。

カードローン「しんきんきゃっする 900」

　個人のお客さまを対象とした、
信金ギャランティ株式会社の保証
による担保、保証人不要のカード
ローンです。お使いみちは自由で、
パート・アルバイト・専業主婦の
お客さまもお申込みいただけます。
最大ご利用可能金額は 900 万
円。返済方法は、ご利用残高に応
じた返済金額を設定しています。
　また、当金庫の普通預金をお持
ちの方は、来店不要のＷＥＢ完結
ローンの対象商品となります。

こうしんプレミアム定期積金

年金・給振受取定期積金
「こうしん すてきなふれ愛」

　将来に向けた計画的な資産形
成に最適な商品です。
　すべてのお客さまにご利用いた
だける商品のため、「初めての資
産形成」や「事業への備え」にもお
すすめです。
　無理のない積立により、安心し
た将来設計をサポートいたします。

　当金庫で年金または給与をお
受取りのお客さま、新たにお受取
りになるお客さま専用の「定期積
金」です。
　年金・給与のお受取り口座か
ら自動振替で払い込みいただけ
るスーパー定期積金（期間 5 年）
で、店頭表示金利に年 0.3％を上
乗せした、大変お得な商品です。

こうしん職域サポートローン

　職域サポート契約を締結いただ
いた事業所にお勤めの方限定の
目的ローンです。マイカーや教育、
住宅、リフォーム資金、またこれら
を目的とした他社ローンのお借換
えにもご利用いただけます。金利
は、4.05％からお取引に応じて
2.65％となるプレミアム金利でご
利用いただける商品です。
　また、当金庫の普通預金をお持
ちの方は、来店不要のＷＥＢ完結
ローンの対象商品となります。

スマートフォン・タブ
レットからはこちら

スマートフォン・タブ
レットからはこちら

スマートフォン・タブ
レットからはこちら

スマートフォン・タブ
レットからはこちら

スマートフォン・タブ
レットからはこちら

スマートフォン・タブ
レットからはこちら

お勧め商品・企画のご案内 （2026年7月1日現在）
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